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2026 年４月１日 

各 位 

会 社 名 株式会社 GRCS 

代 表 者 名 代表取締役社長 佐々木 慈和 

（コード番号：9250 東証グロース） 

問 合 せ 先 取締役 田中 郁恵 

（TEL. 03-6272-9191） 

 

子会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年４月１日開催の取締役会において、2026 年２月 26 日付で公表いたしました「上場維持基

準（純資産基準）への適合に向けた計画（改善期間入り）について」に基づく取り組みの一環として、当社グ

ループの持続的な収益改善を目的として、「株式会社 GRCS テクノロジーズ」（以下「新会社」）を設立する

ことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．子会社の設立の背景および目的 

当社は 2005 年の設立以来、国内有数の GRC セキュリティ専業企業として実績を積み上げ、200 人規模の専

門人材を擁してきました 。現在、日本企業は、複雑かつ多様で不確実性の高いリスクに直面することが常態

化しているため、GRC セキュリティ領域の対策を取りレジリエンスを高めることが企業経営にとって必要不可

欠です。このような環境下で、当社グループの持続的な収益改善を図りつつ、当社が 2030 年に向けて掲げる

「GRC セキュリティ領域のリーダー」という目標を達成するため、当社内のコンサルティング、モニタリング、

教育、運用、監査等のスペシャリストを集結させ、GRC セキュリティ領域のさらなる専門性と即応性を高めた

専門会社を設立することといたしました。 

 

具体的には当社の完全子会社として新会社（株式会社 GRCS テクノロジーズ）を設立したうえで、当社を吸

収分割会社とし、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割（以下「本吸収分割」）により、当社が営む GRC

セキュリティ事業の一部を新会社に承継させることを予定しております。新会社の設立後は、これまで培っ

てきた専門ノウハウを集約・体系化し、社内の教育研修基盤や対応体制を再整備することで、新会社における

採用競争力を高めるとともに、サイバーセキュリティやガバナンスの最新トレンドに精通したスペシャリス

トを質・量ともに高い水準で育成し、他社との差別化を図ります。当該スペシャリストによる専門性・即応性

の高いサービス提供を通じて市場価値を高め、当社グループ全体の収益改善と持続的成長を実現してまいり

ます。 

 

２．設立する子会社の概要 

（１）名称 株式会社 GRCS テクノロジーズ 

（２）所在地 東京都千代田区丸の内１－１－１パレスビル５階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐々木慈和 

（現 株式会社 GRCS 代表取締役社長） 
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（４）事業内容 ガバナンス・リスク・コンプライアンスおよびセキ

ュリティコンサルティングサービス 

ガバナンス・リスク・コンプライアンスおよびセキ

ュリティトレーニングサービス 

その他システムエンジニアリングサービス 

労働者派遣事業・有料職業紹介事業 

（５）資本金 30 百万円 ※総資産、純資産は資本金と同額 

（６）設立年月日 2026 年４月 15 日（予定） 

（７）大株主および持株比率 株式会社 GRCS 100％ 

（８）決算期 11 月 30 日 

（９）上場会社と当該会社との間の関係 資本関係 当社 100％出資の子会社として設立す

る予定です。 

人的関係 当社の役員・従業員が兼任または転籍

する予定です。 

取引関係 現時点で該当事項はありませんが、経

営指導および管理業務全般について、

当社が当該会社から業務委託を受ける

予定です。 

 

３．日程 

（１） 取締役会決議日（新会社の設立）  2026 年４月１日 

（２） 新会社の設立           2026 年４月 15 日（予定） 

（３） 取締役会決議日（吸収分割契約承認） 2026 年５月 21 日（予定） 

（４） 吸収分割契約の締結   2026 年５月 21 日（予定） 

（５） 本吸収分割の効力発生日（事業開始日） 2026 年７月１日（予定） 

 

（注）本吸収分割は、分割会社である当社においては会社法第 784 条第２項に規定する簡易吸収分

割に該当し、承継会社である新会社においては会社法第 796 条第１項に規定する略式吸収分割

に該当するため、それぞれ株主総会における吸収分割契約の承認は行わない予定です。 

 

４．今後の見通し 

新会社の設立に伴う 2026年 11 月期の当社の連結業績に与える影響は軽微であります。なお、本吸収分割

に係る決定を含め、今後開示すべき事項が発生した場合には速やかに公表いたします。 

 

以上 


